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パーソナリティ特性と個人収入・個人金融資産の関連の性差と年齢層差 

日英大規模データの比較から 
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要約 

経済開発協力機構の定義する社会情動的スキルの筆頭格として考えられるパーソナリティ

特性の Big Five の特徴は，個人収入・個人金融資産の多少とどのように関連するのかとい

う点について，その性差・年齢差・文化差という 3 側面から多面的に検討を行った．本邦

のデータは株式会社日経リサーチが独自に行ったオンライン調査（N = 93,631，平均年齢 = 

48.45 歳）を，英国のデータは英国家計パネル調査（N = 12,612，平均年齢 = 46.26 歳）を

それぞれ分析した結果，性別・年齢層・文化にある程度共通する特徴として，個人の経済

的な成功は，経験への開放性および勤勉性の高さと弱く関連することが明らかとなった．

報酬を得，蓄財することには，結果として，知的好奇心を有し続け，ものごとに対して誠

実に自律的に振る舞うことが関連することが示唆される．また，調和性の低さと個人の経

済的な成功は関連することが追試され，この傾向はパーソナリティ特性の成熟の原則に対

して唯一逆向きを示すため，興味深い結果と言える． 
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1. 問題と目的 

経済開発協力機構（OECD）の提唱する社会情動的スキル（Socio-emotional skills）は，自

らの思考・感情・行動を制御・調整するための資質や能力のことであり，言語能力や数的

処理などの認知能力（cognitive abilities, IQ）とは異なるものを指し示す．この社会情動的

スキルは，人間の発達・成長ひいては人生における重要な結果変数に対して少なからず影

響を与え，その育成や支援に近年に大きな注目が集まっている（OECD, 2015）．さらに，社

会情動的スキルの筆頭格として，パーソナリティ特性が挙げられる．人生における重要な
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結果変数のひとつとして，職業達成を取り上げた場合，認知能力も無論それに対して十分

な予測因となるが（Schmidt and Hunter, 1998），メタ分析の結果，パーソナリティ特性もそ

れと同等程度に説明することが示されている（Roberts et al., 2007）．パーソナリティ特性は，

1990 年代以降の研究で 5 つの次元によって記述可能であることが繰り返し示され（McCrae 

and John, 1992），それらを Big Five と称し，具体的には，神経症傾向（Neuroticism）・外向

性（Extraversion）・経験への開放性（Openness to Experience）・調和性（Agreeableness）・勤

勉性（Conscientiousness）の 5 つである．そして，これまでの研究によって，Big Five の中

でもとりわけ勤勉性が社会経済的地位やその他の豊かさの指標の高さと関連があることが

示されてきた（Moffitt et al., 2011; Chapman et al., 2010）． 

本研究では，職業達成の中でも，当該個人がより多くの収入額を稼ぎ出したりより多く

の金融資産を保有したりする経済的な成功に焦点を当て，それらと Big Five との間に関連

について，性差・年齢層差・文化差の観点から多面的に検討を行う．そのためにさらに，

パーソナリティ特性の Big Five と経済的な成功ひ一側面としての個人収入との関連を調べ

た先行研究をいくつか紐解いていくと，個人収入の高い男性は開放性が高く神経症傾向と

調和性が低く，個人収入の高い女性は開放性と勤勉性が高い（Mueller and Plug, 2006），子

どもの頃の勤勉性は後の高収入を予測する（Viinikainen et al., 2010），個人収入の高い男性

は勤勉性が高く，個人収入の高い女性は外向性と勤勉性が高く神経症傾向が低い（Lee and 

Ohtake, 2014），個人収入の高い男性は外向性と勤勉性が高く調和性が低く，個人収入の高

い女性は開放性と勤勉性が高く神経症傾向が低い（Gensowski, 2018）．これらから総じて考

えると，個人収入の高さは，神経症傾向・調和性の低さ，外向性・開放性・勤勉性の高さ

と関連し，調和性の低さを除くと，パーソナリティ特性の“成熟化”の原則（Caspi et al., 

2005）に合致するものとなっている． 

そこで，本研究では，比較的大規模な調査データを用いて，（i）改めて，パーソナリティ

特性の Big Five の上記のような特徴が，結果として，多く稼ぐことや財を成すことに関連

している様子を追試できるか，（ii）とりわけ，調和性と経済的な成功との間の負の相関は

本邦のデータにおいても認められるか，（iii）収入や資産形成に関連するパーソナリティ特

性に性差はあるか，（iv）それに年齢層による差はあるか，すなわちそれぞれの年齢層にお

いて求められるパーソナリティ特性に特徴はあるか，（v）本邦以外のデータにおいても上

記のような関連性や傾向は認められるかどうか，という 5 つの観点について検討を行う． 

 

2. 方法 

2.1.  本邦におけるデータ 

 本研究において使用する本邦に関するデータは，株式会社日経リサーチがオンラインで
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独自に調査した大規模横断調査データの一部であり，今回の分析有効回答者数は，93,631

名（女性: 35,501 名，男性: 58,130 名，20-79 歳，平均年齢 = 48.45 歳，S.D. = 11.23）であっ

た．パーソナリティ特性は，BFI-44（Big Five Inventory; John et al., 2008）を用いて測定され

た．この尺度は，Big Five の各次元を 8-10 項目ずつ合計 44 項目で尋ね，あてはまる（1）

からあてはまらない（5）までの 5 件法で評定された．個人年収は 10 万円未満（1）から

2000 万円以上（9）までの 9 件法単項目，個人金融資産残高は，土地/家屋等の現物資産を

含まず，現金や預貯金，投資信託，株式や国債・社債などの有価証券などの形で保有する

個人の金融資産と定義したうえで，100 万円未満（1）から 1 億 5000 万円以上（10）まで

の 10 件法単項目で尋ねられた．個人年収と個人金融資産残高に関しては，リッカート形式

の値と加重値の log の両方を用いて分析を行い，結果に大きな違いが無いことを確認した．

また，上記以外には人口統計変数として年齢と性別を分析に使用した． 

 

2.2. 英国におけるデータ 

本邦と同じく島嶼国で OECD 加盟の主要先進国である英国のデータが比較対象として

適切であると考え，UK Data Archive より，英国家計パネル調査（British Household Panel 

Survey）を取得して分析を行った．年齢幅を本邦のデータに揃えて 20-79 歳としたうえで

の標本サイズは 12,612 名（女性: 5,748 名，男性: 6,864 名，平均年齢 = 46.26 歳，S.D. = 15.89）

であった．パーソナリティ特性は，BFI-Short（Lang et al., 2011）を用いて測定された．こ

の尺度は，Big Five の各次元を 3 項目ずつ合計 15 項目で尋ね，とてもよくあてはまる（7）

からあてはまらない（1）までの 7 件法で評定された．個人年収は具体的な数値で得られた

が，上述した本邦データの数値化に一致するように 9 件法へ変換された．また，上記以外

には人口統計変数として年齢と性別を分析に使用し，本邦データに対応する個人金融資産

残高に関する変数はこのデータには含まれていないため，分析の対象外とした． 

 

3. 結果と考察 

 日英大規模調査データにおいて，パーソナリティ特性の Big Five と経済的な成功との間

に先行研究と同様の関連性が認められるかどうか，相関係数および年齢・性別を統制した

後の偏相関係数を計算し，独立変数のお互いの相関を統制するために階層的重回帰分析を

行った（表 1）．その結果，まず，本邦における個人年収の高さは，神経症傾向の低さ，外

向性・開放性・誠実性の高さと関連し，個人金融資産残高との関連についても個人年収と

ほぼ同様の傾向と示すことが明らかとなった．また，相関および偏相関からは，個人収入

と調和性の負の関連性は確認できなかった．ただし，階層重回帰分析を行うと，調和性は

個人収入と弱く負に関連し（β= −.02），調和性は抑制変数として機能としている可能性が
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示唆される．英国のデータに関してもおおよそ先行研究を追試するものと言え，とりわけ

開放性・勤勉性の高さおよび神経症傾向の低さとの関連性はいずれも頑健に検出されるこ

とが分かる．また，英国においては，調和性は個人収入と弱く負に相関すると同時に，階

層重回帰分析の結果においても同じく負に関連した（β= −.09）．競争的な状況下における

調和的な関係は，経済的な成功に結び付きにくいのかもしれず，この傾向が集団主義的な

東洋国家である本邦においても，弱いながらもこの傾向が確認されたことは興味深い． 

 

表 1. 日英大規模データにおける Big Five と経済的な成功との間の関連 

 

注：偏相関係数を算出する際には，年齢と性別を統制した．階層的重回帰分析の際には，第 1 ステップに

年齢と性別，第 2 ステップに Big Five の 5 つの変数をそれぞれ投入した． 

 

 

図 1. 本邦における個人年収と Big Five パーソナリティ特性の関連の性差と年齢差 

注: 左列が女性，右列が男性の結果．上段の横軸は個人年収，縦軸はパーソナリティ特性の標準化得点（z

得点）．下段の縦軸は相関係数．N: 神経症傾向，E:外向性，O: 経験への開放性，A: 調和性，C: 勤勉性． 
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図 2. 英国における個人年収とパーソナリティ特性の関連の性差と年齢差 

注: 左列が女性，右列が男性の結果．上段の横軸は個人年収，縦軸はパーソナリティ特性の標準化得点（z

得点）．下段の縦軸は相関係数．N: 神経症傾向，E:外向性，O: 経験への開放性，A: 調和性，C: 勤勉性． 

 

次に，個人年収と Big Five との関連における性差・年齢差を確認するために，本邦の結

果を図 1 に，英国の結果を図 2 にそれぞれ示した．両国においても大きな性差は認められ

なかったが，本邦の結果からは，相関関係は女性よりも男性のほうが強いことが確認され

た．また，英国よりも本邦のほうが全体的に相関が強いことが認められる．集団主義的な

傾向が相対的に強い本邦においては，高い個人年収を得るためには，結果として，パーソ

ナリティ特性の成熟が必要とされるのかもしれない． 

また，年齢層差に関して，本邦のデータにおいては，勤勉性は一貫して同じ水準で関連

し，開放性は年齢層が高いほど影響を有し，神経症傾向は年齢層が高いほど影響の度合い

は弱くなることが確認できる．英国のデータではこのうち，経験への開放性の傾向のみ一

貫していた．年齢層が上がっても，知的好奇心を持ち続けることは，高収入を得ることと

関連するかもしれないことを示唆する結果と言える． 

本研究は，横断データを用いた分析であるため，因果関係に言及することは出来ない．

しかしながら，パーソナリティ特性の Big Five と個人の経済的な成功との関連について，

日英の比較的大規模なデータを利用しながら，その性差と年齢差の様相について明らかに

した．また，経済的な成功が心理社会的な安寧に繋がるかどうかは不明であり，今後は経

済的な成功と心理的なウェルビーングや幸福感との関連について確認していく必要がある． 
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